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１．勉強会の概要

【勉強会の目的】 【勉強会のスケジュール】

●勉強会の概要
●国道19号の現状と課題
●整備優先区間の抽出

勉強会は、物流、地域生活、観光等の機能を担う重要な路線で
ある木曽地域の国道19号について、災害発生リスク、交通事故、
並行する迂回路の有無、雨量規制区間等の課題を交通機能、防
災の観点から整理し、今後の国道19号の整備方針を検討するに
あたり、道路強靱化の観点から指導・助言を行うことを目的と
する。

第1回 勉強会 H28.12.8
【議題】国道19号の現状と課題

●整備優先区間内の現状の課題
●ルート案に関する検討上の留意事項の確認
●整備優先箇所の現地踏査

第2回 勉強会 H29.2.7
【議題】現地踏査

●深層崩壊危険性の確認
●トンネル坑口と交差点の離隔や、S字線形を避けた線
形、交通安全対策を今後検討することを確認

第3回 勉強会 持ち回り H29.3.16
【議題】対策方針の決定

●坑口位置の設定
●坑口部における防災対策
●事業費増

第4回 勉強会 持ち回り R4.12.2〜
【議題】坑口部における防災対策

【勉強会のメンバー】
氏名 所属・役職名

板橋 一雄 名城大学理工学部社会基盤デザイン工学科教授
高瀬 達夫 信州大学工学部水環境・土木工学科准教授
米田 茂夫 一般社団法人日本応用地質学会顧問
大口 鉄雄 国土交通省中部地方整備局飯田国道事務所長 2



〇雨量通行規制区間や防災課題箇所の解消、交通安全の確保を目的として計画された道路です
【事業目的】

【薮原改良の全体位置図】

木祖村周辺広域図 木祖村周辺拡大図

至 長野

至 名古屋

雨量通行規制区間

1.1km(170mm/h)

薮原改良
やぶはら

木曽川
19
国  道

２．国道19号薮原改良の事業概要

薮原改良
約1.5km

やぶはら

道の駅きそむら

道の駅木曽ならかわ

◎

雨量通行規制区間

1.1km(170mm)

道の駅木曽福島

至 名古屋

至 長野
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■事業概要

事業箇所 ︓木曽郡木祖村大字薮原
事業化 ︓平成29年度
延長 ︓1.5km
道路規格 ︓第3種第2級
車線数 ︓2車線
設計速度 ︓60km/h

トンネル部

土工部

■計画位置図

■標準断面図

0.75

11.00
2.50 8.50

3.50 3.50 0.75
歩
道 路

肩
車
道

車
道

路
肩

平成30年７月撮影

雨量事前通行規制の様子21 土砂流出

令和３年８月撮影

２．国道19号薮原改良の事業概要
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【防災課題箇所】

〇要対策箇所が５カ所存在（落石１、雪崩２、土石流２）

２．国道19号薮原改良の事業概要
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２．国道19号薮原改良の事業概要

年度 主な事業内容

H29 事業化 H30.3

H30 測量、予備設計、地質調査

R1 測量、用地調査、予備設計、地質調査

R2 道路詳細設計、橋梁詳細設計、トンネル詳細設計、用地買収

R3 改良工事、橋梁下部工工事、用地買収

R4 改良工事、橋梁上部工着手、用地買収

■位置図 ■これまでの実施内容

■状況写真

1 起点側状況 R4.11撮影 2 終点側状況 R3撮影

1

2

至 名古屋

至 塩尻

至 塩尻

至 名古屋
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至 名古屋 至 塩尻

薮原交差点 薮原北交差点

３．計画平面図

（現道１９号） 雨量規制区間（連続雨量：170mm）

木曽川
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至 名古屋

４．起点側の坑口位置

N

〇要対策箇所、沢部の落石堆積物を回避し、施工時の現道交通影響を考慮した位置とする。

①要対策箇所を回避
②沢部の落石堆積物を回避

③施工時の交通規制を最小化

至 塩尻
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至 名古屋

４．起点側の坑口位置

N

①要対策箇所を回避

②沢部の落石堆積物を回避

至 塩尻
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５．終点部の坑口位置

〇地滑り地形、住宅密集地を避け、切土量が最小となる位置とする。

②住宅密集地を回避

①地滑り移動体を回避

③大規模切土となる
地形を回避
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遷急線（急に傾斜がきつくなる箇所）
崩壊跡地

中世代（ジュラ紀）の
砂岩・頁岩互層

崖錘堆積物

段丘堆積物

地滑り移動体

５．終点部の坑口位置

N

至 名古屋

至 塩尻
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６．地すべり移動体に対する対応

至 名古屋

至 塩尻

■静的影響

■動的影響

【静的影響】
○トンネル天端周辺への緩みは発生
しておらず、天端周辺は安定した地
山であると推定される。最小離隔距
離2.5mだが、坑内からの対策によ
り抑制が可能である。

【地すべり移動体概要】
○推定深度は約40mであり、トンネル
と最近接位置では、約2.5m程度の離隔
距離になると想定される。

最小離隔距離 L=2.5m

【動的影響】
○当該トンネルでは、全線発破掘削方式
を基本としているが、地すべり移動体へ
の発破影響を考慮し、一部ブレーカーに
よる掘削とする。
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７．起点側坑口部 防災対策

■地形・地質におけるリスク

落石発生源分布状況

【リスク①︓斜面崩壊】
当該地区は地すべり防止区域には該当しないが、地表面から最大10m
程度崖錐堆積物が堆積しており、地形改変に伴い、斜面の不安定化が
懸念される。

【リスク②︓落石】
坑口背面には落石発生源が多数確認されており、落石による本線への
被災リスクが懸念される。

出典︓平成30年飯田国道管内地質調査業務

転石（安定状態）

【坑口予定地右側の露岩地の状況】
浮石が複数見られ、不安定な状態
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７．坑口設定後における防災対策

■雪崩におけるリスク

要因 階 級 評価得点

傾 斜

1. 30°未満 4

2. 30°以上～40°未満 7

3. 40°以上 10

植 生

1. 裸地、草地、樹高2m未満の灌木
樹冠疎密度20%未満

10

2. 低木：樹冠疎密度20％以上～100％
中木：樹冠疎密度20％以上～50％未満

9

3. 中木：樹冠疎密度50％以上
高木：樹冠疎密度20％以上～50％未満

7

4. 高木：樹冠疎密度50％以上 4

積雪深

1. 100cm未満 0

2. 100cm以上～200cm未満 6

3. 200cm以上～300cm未満 7

4. 300cm以上 9

表-6.1.2 要因別階級評価点

表-5.6.3 危険度の分級基準

危険度 得点 評 価 備 考

Ａ 27以上
雪崩発生の起こりやす
さが大

ある積雪深を与えた時、雪崩発生の起こりやす
さが大きい(発生確率30～50％以上)斜面

Ｂ 23～26
雪崩発生の起こりやす
さが中

ある積雪深を与えた時、雪崩発生の起こりやす
さが大きい(発生確率10～30％)斜面

Ｃ 20～22
雪崩発生の起こりやす
さが小

ある積雪深を与えた時、雪崩発生の起こりやす
さが大きい(発生確率10％未満)斜面

注) 1. ｢ある積雪深｣とは、基準の利用目的に対応して設定することができる。
2. 得点19以下は安全な斜面として考える。
3. 評価得点は、61箇所の積雪観測データと、約1,500単位斜面の空中写真判読及び現地補

足データをベースに、数量化Ⅱ類による分析により得たものである。

【起点側雪崩発生の危険性】
坑口部の地形データから、地形勾配40°と判断し、

評価点を17点と評価するが、19点以下であるため、
危険度の分級基準より、「安全な斜面」に該当する。
よって、雪崩、倒木による本線への被災リスクは小さ
いと考えられる。

出典：防災工学ハンドブック 1988.3 日本建設機械化協会 ｐ.134

合計17点
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７．坑口設定後における防災対策

【リスク②︓落石】
○落石発生源に対して、400KJ対応の
落石防護柵を設置し、A19のみ落石予
防工を（ワイヤネット被覆工等）を設
置する。

【リスク②︓落石】
○落石発生源に対して、落石防護柵を設置する。
○落石が落石防護柵から飛び出した場合でも、本線盛
土の盛りこぼし法面、坑口背面覆土法面により本線に
は到達しない計画とする。落石経路オレンジ破線参照

【リスク①︓斜面崩壊】
崩落跡地への切土は発生させない坑口
位置とする。

■地形・地質におけるリスクに対する対応

落石防護柵

落石防護柵

落石防護柵

ワイヤーネット被覆

高エネルギー型

吸収落石防護柵により

補足される範囲落石防護柵により補足さ

れる範囲

トンネル
設備関係

（電気室等）

落石の軌道15



７．終点側坑口部 防災対策

【リスク①︓斜面崩壊】
当該地区は地すべり防止区域には該当しないが、地表面から最大10m
程度崖錐堆積物が堆積しており、地形改変に伴い、斜面の不安定化が
懸念される。

【リスク②︓土石流】
当該地は土砂災害警戒区域に該当する犀勝沢と交差する。大雨などに
よる土砂災害等の本線被災リスクが懸念される。

■地形・地質におけるリスクに対する対応
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７．坑口設定後における防災対策

■雪崩におけるリスク

要因 階 級 評価得点

傾 斜

1. 30°未満 4

2. 30°以上～40°未満 7

3. 40°以上 10

植 生

1. 裸地、草地、樹高2m未満の灌木
樹冠疎密度20%未満

10

2. 低木：樹冠疎密度20％以上～100％
中木：樹冠疎密度20％以上～50％未満

9

3. 中木：樹冠疎密度50％以上
高木：樹冠疎密度20％以上～50％未満

7

4. 高木：樹冠疎密度50％以上 4

積雪深

1. 100cm未満 0

2. 100cm以上～200cm未満 6

3. 200cm以上～300cm未満 7

4. 300cm以上 9

表-6.1.2 要因別階級評価点

表-5.6.3 危険度の分級基準

危険度 得点 評 価 備 考

Ａ 27以上
雪崩発生の起こりやす
さが大

ある積雪深を与えた時、雪崩発生の起こりやす
さが大きい(発生確率30～50％以上)斜面

Ｂ 23～26
雪崩発生の起こりやす
さが中

ある積雪深を与えた時、雪崩発生の起こりやす
さが大きい(発生確率10～30％)斜面

Ｃ 20～22
雪崩発生の起こりやす
さが小

ある積雪深を与えた時、雪崩発生の起こりやす
さが大きい(発生確率10％未満)斜面

注) 1. ｢ある積雪深｣とは、基準の利用目的に対応して設定することができる。
2. 得点19以下は安全な斜面として考える。
3. 評価得点は、61箇所の積雪観測データと、約1,500単位斜面の空中写真判読及び現地補

足データをベースに、数量化Ⅱ類による分析により得たものである。

出典：防災工学ハンドブック 1988.3 日本建設機械化協会 ｐ.134

【終点側雪崩発生の危険性】
坑口部の地形データから、地形勾配30°未満と判断し、
評価点を14点と評価するが、19点以下であるため、
危険度の分級基準より、「安全な斜面」に該当する。
よって、雪崩、倒木による本線への被災リスクは小さ
いと考えられる。

合計14点
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７．坑口設定後における防災対策

【リスク①︓斜面崩壊】
○背面地山を背負っていない事や湧水
等の危険要因がないことから、通常の
法面保護工のみを見込む。

【リスク②︓土石流】
○土砂流出に対して、下流側に沈砂池及
び、ボックス背面に土砂流出時の土砂堆
積スペース約400m3を確保する。
○流路工断面は、流路の設計流量につい
ては、砂防基準に基づく土石流混入も考
慮した流量と、道路土工要領に基づく流
量を比較し、最も安全側となる流量で設
定。さらに余裕高さを60cm設定。
○沈砂池の堆積土砂量は、上流側で長野
県の砂防事業で全量の対策を行うが、さ
らに計画流出量に対して土砂混入率10%
分（180m3以上）を確保する。

■地形・地質におけるリスクに対する対応
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８．事業費の見直しについて

■ 事業費増加の要因

① 坑口付近の防災対策（落石）の追加

② 残土受入地整備における地盤改良

③ 法面対策工の追加 ・・・合計４３億円

事業費増額の要因 増額

① 坑口付近の防災対策（落石）の追加
・トンネル起点側坑口において、坑口周辺の詳細な調査を行ったところ、坑口上部に多数の転石や浮石
が確認され、落石防護柵やワイヤーネット等による落石対策工を追加実施する必要が生じた。

２億円

② 残土受入地整備における地盤改良
・トンネル残土の処理予定地において、地質調査・盛土安定性を解析したところ、盛土予定箇所の地山
に土質不良部が存在し、すべり安定性を確保できない（安全率が1.2を下回る）ことが確認された。こ
のため、すべり抵抗を確保するために追加で厚さ20m程度の地盤改良（深層混合処理）が必要となった。

３５憶円

③ 法面対策工の追加
・終点側切土区間（トンネル坑口から現道への接続区間）において、詳細な地質調査の結果、地下水位
が想定よりも高いことから、切土面の安定解析の結果、滑り破壊することがわかり、追加で法面対策工
が必要となった。

６億円

（当初事業費６５億円）
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トンネル起点側坑口において、坑口周辺の詳細な調査を行ったところ、坑口上部に多数の転石や浮石が確認され、落
石防護柵やワイヤーネット等による落石対策工を追加実施する必要が生じた。

①坑口付近の防災対策（落石）の追加（＋２億）

写真① 転石

写真② 浮石

高エネルギー型吸収落石防護柵

ワイヤーネット被覆

落石防護柵

写真①

高エネルギー型
吸収落石防護柵

ワイヤーネット被覆

高エネルギー型

吸収落石防護柵により

補足される範囲

写真②

トンネル
設備関係

（電気室等）

落石の軌道

８．事業費の見直しについて

■増額内訳

追加対策 増額

高エネルギー型吸収落石防護柵
ワイヤーネット被覆

2億円

■平面図 ■現地写真
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②残土受入地整備における地盤改良（＋３５億）

８．事業費の見直しについて

トンネル残土の処理予定地において、地質調査・盛土安定性を解析したところ、盛土予定箇所の地山に土
質不良部が存在し、すべり安定性を確保できない（安全率が1.2を下回る）ことが確認された。このため、
すべり抵抗を確保するために追加で厚さ20m程度の地盤改良（深層混合処理）が必要となった。

ボーリング位置

地盤改良（深層混合処理）

地盤改良による対策範囲

深度5m

24m22m19m17m

盛土(残土受入)計画線

不良土層

強固な地層

深度10m

深度15m

深度20m

深度25m

深度30m

24m

深度24m

N値 0  10  20  30  40  50

N値50以上

N値50未満

すべり面

不良土層（N値50未満）

強固な地層（N値50以上）
項目 増額

深層混合処理
（エポコラム工法）

35億円

■増額内訳

■平面図 ■ボーリング調査結果

■横断図
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定着層
Tr1（段丘砂礫 N=50相当）

Mc

Tl1（N=30～50相当）

終点側切土区間（トンネル坑口から現道への接続区間）において、詳細な地質調査の結果、地下水位が想定よりも
高いことから、切土面の安定解析の結果、滑り破壊することがわかり、追加で法面対策工が必要となった。

③法面対策工の追加（＋６億）

【当初】安定勾配による切土工

【変更】法面対策工

●工種
・掘削工
・植生工

●工種
・掘削工
・植生工
・法枠工＋鉄筋挿入工
・受圧板工＋アンカー工

受圧板+アンカーによる範囲
約440㎡

法枠＋鉄筋挿入による範囲
約1,800㎡

受圧板＋アンカー法枠＋鉄筋挿入

確認された高い地下水位により

円弧滑りが発生→グランドアンカーで定着

当初地質調査では
地下水位が確認されなかった

(水抜きBr）

(水抜きBr）

８．事業費の見直しについて

項目 増額

法枠＋鉄筋挿入
受圧板+アンカー

6億円

■増額内訳

■平面図 ■円弧すべり計算による法面安定解析結果 ■横断図
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■これまでに、弾性波探査、坑口付近のボーリング調査の結果から支保工パターン・補助工法実施範囲を計画

■今後、トンネル工事に着手し、切羽の評価を行いながら支保工パターン・補助工法の実施を判断することから、事
業費の変動が生じる可能性がある

トンネル支保工パターン・補助工法範囲の変更

Ｄ
Ⅲ

パ
タ

ー
ン

Ｃ
Ⅱ

パ
タ

ー
ン

Ｄ
Ⅰ

パ
タ

ー
ン

＜支保パターンの例（本坑）＞

鋼アーチ支保工
H-125×125

ロックボルト
L=3000×16本

インバート なし
覆工 t=300（無筋）

鋼アーチ支保工
H-150×150

ロックボルト
L=4000×20本

インバート t=500

覆工 t=300（無筋）

鋼アーチ支保工
HH-200×200

ロックボルト
L=4000×10本

インバート t=500
覆工 t=400（鉄筋入り）
補助工法 フォアポーリング

1.2m間隔

1m間隔

1m間隔

リング構造

掘削面積
80m2

掘削面積
95m2

掘削面積
120m2

アーチ構造

＜当初＞

圧縮強度 風化変質

割目状態 切羽状態

支保パターンの変更

＜変更＞

切羽の評価

地質の変化を確認

・弾性波探査等により支保パターンを設定

トンネル施工検討委員会
天端変位 内空変位

例：節理面で著しく土砂化が
進み、肌落ち・抜け落ち

：推定断層、断層破砕帯

リング構造

Gt 天竜峡花崗岩

Gf 祖粒花崗岩

2Km/S

3Km/S

4Km/S

2Km/S

3Km/S

4Km/S

弾性波速度より支保パーンCと想定 ＤⅠと想定

９．今後に想定される事業費の変更について
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